平成３０年度介護サービス情報の公表制度における報告について
　介護保険法１１５条の３５により、介護サービス事業者は介護サービス情報を年１回以上、都道府県または政令指定都市に報告しなければなりません。
「２　情報公表制度の対象事業所」に該当する事業所は、「１　情報公表制度の報告について」のとおり介護サービス情報について報告してください。
　
１　情報公表制度の報告について

（１）報告方法
　インターネット上で、介護サービス情報公表システムの報告用ページから報告してください。
（https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/houkoku/23/）
※ＩＤは事業所番号です。

※パスワードは前回報告時（事業所でパスワードを変更された場合はそのパスワード）のものになります。
パスワードを忘れた場合は電子メールで、件名「パスワード問い合わせ」とし、本文に「事業所番号」、「事業所名」、「サービス種別」を記載してお問い合わせください。電話での回答はできません。
電子メールの送付先
	愛知県内
（名古屋市内を除く）に所在する事業所
	愛知県健康福祉部高齢福祉課
（korei@pref.aichi.EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ｴﾙｼﾞｰ),lg).jp）

	名古屋市内
に所在する事業所
	名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課
（a2595-05@kenkofukushi.city.nagoya.EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ｴﾙｼﾞｰ),lg).jp）


（２）システムの操作方法について
操作方法については、操作ガイドを参照してください。

（https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/help/pdf/Quick_Start_Guide_4_0.pdf）

（https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/kanri/pdf/manual_4_0.pdf）
２　情報公表制度の対象事業所について
（１）平成２９年１２月までに指定を受けた事業所で平成２９年の介護報酬額が年間１００万円を超える事業所
介護サービス情報公表システムにより平成３０年８月３１日（金）までに報告してください。

※平成２９年の年間介護報酬額が１００万円以下の事業所は、報告不要です。
（２）平成３０年１月から１２月までの新規指定事業所（みなし指定を除く）
個別にパスワード等を郵送しますので、通知文に記載された期限までに介護サービス情報公表システムにより報告してください。
３　情報公表制度における報告対象外のサービス

　 　以下に該当するサービスの事業所は、情報公表制度における報告の対象外となりますので、ご留意ください。
	○介護予防支援　
○（介護予防）特定施設入居者生活介護（養護老人ホーム：外部サービス利用型のみ）　
○地域密着型特定施設入居者生活介護（養護老人ホームのみ）　
○（介護予防）居宅療養管理指導　○（介護予防）短期入所療養介護（診療所のみ）　
○介護療養施設サービス（定員8人以下の施設）○介護医療院


※みなし指定事業所（①病院・診療所における訪問看護・訪問リハ・通所リハ、②老人保健施設における短期入所療養介護・通所リハ、③介護療養型医療施設における短期入所療養介護）については、全て指定があったとみなされた日から１年間のみ報告対象外であるため、“平成２９年１２月までに指定があったとみなされた事業所”で平成２９年の年間介護報酬額が１００万円を超える場合は情報公表制度における報告の対象となります。
４　問い合わせ先
	愛知県内
（名古屋市内を除く）
に所在する事業所
	愛知県健康福祉部高齢福祉課　介護保険指定・指導グループ
（電話：052-954-6479）

	名古屋市内
に所在する事業所
	名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課指導係
（電話：052-972-4628）


